
 

 

議案第 ９ 号  

 

小松市教育委員会における小松市情報公開条例施行規則の制定について 

 

 

小松市教育委員会における小松市情報公開条例施行規則を次のとおり制定する。 

 

 

 

小松市教育委員会における小松市情報公開条例施行規則 

 

 

小松市教育委員会における小松市情報公開条例（令和５年小松市条例第３号）の施行に 

ついては，小松市情報公開条例施行規則（令和５年小松市規則第15号）の例による。 

 

   

 附 則 

この規則は，公布の日から施行し，令和５年４月１日から適用する。

令和６年４月 17 日 
教育委員会会議 資料 

教育庶務課 
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議案第 10 号  

 

小松市教育委員会会議規則等の一部を改正する規則について 

 

 

小松市教育委員会会議規則等の一部を改正する規則を次のとおり制定する。 
 
 

小松市教育委員会会議規則等の一部を改正する規則 
 

（小松市教育委員会会議規則の一部改正） 

第１条 小松市教育委員会会議規則（昭和31年教育委員会規則第２号）の一部を次の表のよ

うに改正する。 

改正前 改正後 

（会議録の公表） （会議録の公表） 

第19条 ［略］ 第19条 ［同左］ 

２ 教育委員会は，小松市情報公開及び個

人情報保護に関する条例（平成７年条例

第１号）第６条第１項各号及び会議の公

正が害されるおそれがある等諸般の事情

を総合的に勘案して，公表の是非，公表

の方法を判断するものとする。 

２ 教育委員会は，小松市情報公開条例

（令和５年小松市条例第３号）        

    第６条第１項各号及び会議の公

正が害されるおそれがある等諸般の事情

を総合的に勘案して，公表の是非，公表

の方法を判断するものとする。 

備考 この表中に[ ]及び[ ]中の記載並びに付した下線は，注記である。 

（小松市教育委員会における小松市情報公開及び個人情報保護に関する条例施行規則の一

部改正） 
 
 

第２条 小松市教育委員会における小松市情報公開及び個人情報保護に関する条例施行規則

（平成７年教育委員会規則第17号）の一部を次の表のように改正する。 

改正前 改正後 

小松市教育委員会における小松市情報公

開及び個人情報保護に関する条例施行規

則 

小松市教育委員会における小松市個人情

報保護法施行条例              施行規

則 

小松市教育委員会における小松市情報公

開及び個人情報保護に関する条例（平成７ 

年小松市条例第１号）の施行については，

小松市情報公開及び個人情報保護に関する

条例施行規則（平成７年小松市規則第17

号）    の例による。 

小松市教育委員会における小松市個人情

報保護法施行条例（令和５年小松市条例第 

２号）             の施行については，

小松市個人情報保護法施行条例施行規則

（令和５年小松市規則第16号）その他市長

が定める規則の例による。 

備考 この表中に付した下線は，注記である。 

 （小松市学校管理規則の一部改正） 

 

令和６年４月 17 日 
教育委員会会議 資料 

教育庶務課 
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第３条 小松市立学校管理規則（平成14年教育委員会規則第２号）の一部を改正する規則の

一部を次の表のように改正する。 

改正前 改正後 

（情報管理）  （情報管理） 

第30条 校長は，小松市情報公開及び個人

情報保護に関する条例（平成７年小松市

条例第１号）                         

       に基づき，情報管理に関する事務

を総括する。 

第30条 校長は，個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）及び小松市個人

情報保護法施行条例（令和５年小松市条例

第２号）に基づき，情報管理に関する事務

を総括する。 

備考 この表中に付した下線は，注記である。 

 

附 則 

 この規則は，公布の日から施行し，令和５年４月１日から適用する。  
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議案第 11 号  

 

小松市教育委員会の組織等に関する規則の一部を改正する規則について 

 

 

小松市教育委員会の組織等に関する規則の一部を改正する規則を次のとおり制定する。 

   

 

 

小松市教育委員会の組織等に関する規則の一部を改正する規則 

 

 

小松市教育委員会の組織等に関する規則（平成22年教委規則第９号）の一部を改正する 

規則の一部を次の表のように改正する。 

改正前 改正後 

（課等の事務の分掌） （課等の事務の分掌） 

第３条 課等の事務の分掌は，おおむね別

表第１のとおりとする。ただし，事務の

都合により課間 相互に補助させること

ができる。 

第３条 課等の事務の分掌は，おおむね別

表第１のとおりとする。ただし，事務の

都合により課等間相互に補助させること

ができる。 

 （教育次長等の設置）  （事務局長等の設置） 

第６条 ［略］ 第６条 ［同左］ 

２ 教育長が必要と認めたときは，課に担

当課長，参事（総括），参事，主幹及び

主査を置くことができる。 

２ 教育長が必要と認めたときは，課に担

当課長       ，参事，主幹及び

主査を置くことができる。 

 （教育次長等の職務）  （事務局長等の職務） 

第７条 ［略］ 第７条 ［同左］ 

［新設］ ２ 事務局次長は，教育長及び事務局長を

補佐するとともに，事務局内の連絡調整

をし，所属の事務を整理する。 

２・３ ［略］ ３・４ ［同左］ 

４ 参事（総括）は，課長を補佐し，所属

の事務を整理する。 

５ 参事    は，課長を補佐し，所属

の事務を整理する。 

５ ［略］ ６ ［同左］ 

 （課長等の職務明細） （課長等の職務明細） 

第８条 小松市事務分掌規則（昭和55年小

松市規則第２号）別表第４の２課長等の

基本的職務内容の規定は，課長等の基本

的職務の内容について準用する。 

第８条 小松市事務分掌規則（昭和55年小

松市規則第２号）別表第５       

       の規定は，課長等の基本

的職務の内容について準用する。 

 （事務局の事務の分担） （事務局の事務の分担） 

令和６年４月 17 日 
教育委員会会議 資料 

教育庶務課 
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第９条 課長等は，毎年度当初に所属職員

の事務の分担を決定し，教育庶務課長 

           を経て教育長に

報告しなければならない。これを変更し

たときも，また同様とする。 

第９条 課長等は，毎年度当初に所属職員

の事務の分担を決定し，教育庶務課長，

事務局次長及び事務局長を経て教育長に

報告しなければならない。これを変更し

たときも，また同様とする。 

 （教育機関等の内部組織等）  （教育機関等の内部組織等） 

第10条 教育機関等（法律   に基づき

設置する教育機関（学校を除く。）及び

地方教育行政の組織及び運営に関する法

律第30条の規定に基づき条例で設置する

教育機関並びに市長権限に属する事務の

一部を小松市教育委員会に委託する施設

       並びにこれらに類する機

関をいう。以下同じ。）の内部組織及び

共通的事務の分掌は，別表第２のとおり

とする。 

第10条 教育機関等（法律の規定に基づき

設置する教育機関（学校を除く。），  

 地方教育行政の組織及び運営に関する法

律第30条の規定に基づき条例で設置する

教育機関及び 市長権限に属する事務の

一部を教育委員会に委任する   施設

を所管する機関並びにこれらに類する機

関をいう。以下同じ。）の内部組織及び

共通的事務の分掌は，別表第２のとおり

とする。 

 （教育機関等の所長等の設置）  （教育機関等の所長等の設置） 

第11条 ［略］ 第11条 ［同左］ 

２ 教育長が必要と認めたときは，教育機

関等に次長（以下「次長」という。），

担当課長，参事（総括），参事，主幹，

主査を置くことができる。 

２ 教育長が必要と認めたときは，教育機

関等に次長（以下「次長」という。），

担当課長       ，参事，主幹，

主査を置くことができる。 

備考 この表中[ ]及び[ ]中の記載並びに付した下線は，注記である。 
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議案第 12 号  

 

令和６年度小松市教科書採択の基本方針について 
 
 
  小松市教育委員会は，教育基本法，地方教育行政の組織及び運営に関する法律等の関係 

法令の規定に基づき，小松市立義務教育諸学校で使用する教科書の採択を公正かつ適正に 

行うため，次のとおり令和６年度小松市教科書採択の基本方針を定める。 

 

 

 

令和６年度小松市教科書採択の基本方針 

 

１ 採択の基本原則 

  （１）公正かつ適正な手続き 

    文部科学省や石川県教育委員会の通知に基づき，採択権者である教育委員会の判 

断と責任のもと，静ひつな環境を確保し，公正確保を一層徹底するとともに，適正 

な手続きによって行う。 

 

 （２）教科書の調査研究 

    教科書目録に登載されたすべての教科書の内容について，県の採択方針や教科用図

書選定資料を踏まえ十分に調査研究を行う。 

 

 （３）開かれた採択の実施 

    基本方針をあらかじめ公表するとともに，採択に関する情報を，採択終了後に積極

的に公表するなど，より開かれた採択に努める。 

 

２ 採択の観点 

  （１）教育基本法，学校教育法及び学習指導要領の趣旨を踏まえ，各教科の目標の実現 

や指導内容の定着に適したものであること。 

 

  （２）「小松市教育理念『学びの道しるべ』」に基づく学習活動の充実に適したもので 

あること。 

 

（３）児童生徒の心身の発達の段階や特性等を十分考慮し，学習するに当たり使いやす 

い工夫があることや，ＩＣＴを活用した学習活動等を進めやすくする工夫があるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年４月 17 日 
教育委員会会議 資料 

学校教育課 
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議案第 13 号 

 
小松市立義務教育諸学校教科用図書採択取扱要綱について 

 
 

小松市立義務教育諸学校教科用図書採択取扱要綱を次のとおり制定する。 
 

 

小松市立義務教育諸学校教科用図書採択取扱要綱 

 

（設置） 

第１条 この要綱は，義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和38年法

律第182号。以下「法」という。）第13条の規定により小松市教育委員会（以下「教育委

員会」という。）が行う教科用図書（学校教育法（昭和22年法律第26号）第34条第1項の

教科用図書（同法第49条において準用する場合を含む。）をいう。以下同じ。）の採択

を公正かつ適正に実施するため小松市立義務教育諸学校教科用図書選定委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は，教育委員会の諮問に応じ，採択すべき教科用図書について，調査し，

及び審議し，並びに答申するものとする。 

  （委員） 

第３条 委員会は，次の各号の区分に応じ，それぞれ当該各号に掲げる員数の委員（以下

「委員」という。）で組織するものとする。 

 ⑴ 学識経験者 ２人以内 

 ⑵ 小松市ＰＴＡ連合会 ２人以内 

 ⑶ 学校関係者 ３人以内 

２ 前項の規定にかかわらず，教科用図書の採択に直接の利害関係を有すると教育委員会

が認める者は，選定委員となることができない。 

第４条 委員は，教育委員会が委嘱し，又は任命する。 

２ 委員の任期は，前項の規定による委嘱又は任命の日から第２条に規定する答申の日ま

でとする。 

  （役員） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き，それぞれ委員の互選により定める。 

２ 委員長は，委員会を代表し，委員会を総理する。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長が欠けたときは，委員長の職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会は，委員長が招集する。ただし，委員長及び副委員長がないときの委員会

は，教育委員会が招集する。 

２ 委員会は，委員の半数以上の出席がなければ，会議を開くことはできない。 

３ 選定委員会の議事は，出席委員の過半もって決し，可否同数のときは，委員長の決す

るところによる。 

４ 委員会は，必要があると認めるときは，委員以外の第三者の意見を求めることができ

る。 

（調査研究員) 

第７条 教育委員会は，能美市及び川北町と合同で委員会に提出する教科用図書に関する

資料の収集及び作成並びに教科用図書の調査研究のため教科用図書調査研究員（次条に

おいて「調査研究員」という。）を置く。 

 

令和６年４月 17 日 
教育委員会会議 資料 

学校教育課 
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  （調査研究員） 

第８条 調査研究員は，本市の市立学校の校長及び教員の中から教育委員会が任命する。 

２ 調査研究員の任期は，任命の日から前条の目的が達成される日として教育委員会が定

める日とする。 

  （庶務） 

第９条 委員会の庶務は，主管課において処理する。 

 （委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか，委員会の設置に関する事項は，教育委員会が別に

定める。 

 

    附 則 

この告示は，公表の日から施行する。 
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令和７年度使用教科用図書の採択について 

 

 令和７年度から使用する中学校の教科用図書の採択にあたり，小松市においては，「義務

教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律」等の関係法令及び「小松市立義務教育諸

学校教科用図書採択取扱要綱」に基づき，採択事務を進める。 

 

［採択の手順］ 

（１）小松市教育委員会（以下「教育委員会」）は，小松市義務教育諸学校教科用図書選定

委員会（以下「選定委員会」）を６月上旬に設置し，教科書採択に係る意見の答申を諮問す

る。 

（２）教育委員会は，教科用図書調査研究会（以下「調査研究会」）を６月上旬に設置し，

選定委員会の調査審議に係る専門的事項の調査研究を依頼する。 

（３）調査研究員は，選定委員会に対し調査研究の結果等を７月上旬から中旬に報告する。 

（４）選定委員会は，教科書展示会における保護者や市民等の意見も踏まえて調査審議し，

種目ごとに教育委員会に推薦すべき教科書の優れている点についてまとめ，７月下旬から８

月上旬に答申する。 

（５）教育委員会は，この答申を基に，採択すべき教科書を採択する。 

 

 

 

 

 

 

開

催
指導・助言・援助

採択方針 選定資料

(1) 諮問 6月上旬 (4) 答申 7月下旬～8月下旬

参考資料

石川県

教育委員会

小松市教育委員会

(5)採択 ８月下旬

教科書展示会（県市）

６月 日～ 日

小松市立義務教育諸学校

教科用図書選定委員会
６月上旬設置

教科用図書調査研究会

６月上旬 設置

教科書展示会での

地域住民等の意見

(3) 報告 7月上旬

採択結果の報告

開催

(2) 依頼 6月上旬
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議案第 14 号 

 

小松市教育情報セキュリティポリシーの基本方針に関する訓令の制定について 

 

 

小松市教育情報セキュリティポリシーの基本方針に関する訓令を次のとおり制定す

る。 

 

 

 

小松市教育情報セキュリティポリシーの基本方針に関する訓令 

 

 （趣旨） 

第１条 小松市教育情報セキュリティポリシー（以下「教育情報セキュリティポリシ

ー」という。）は，本市が設置する学校が管理・保有する情報資産に関する情報セ

キュリティ対策を総合的・体系的かつ具体的に取りまとめ，情報資産を取り扱うす

べての教職員に浸透，普及，定着させるため，一定の普遍性を備えた小松市教育情

報セキュリティ基本方針（以下「基本方針」という。）に関し必要な事項を定める

ものとする。 

 （用語の意義） 

第２条 教育情報セキュリティポリシーにおいて，次に掲げる用語の意義は，それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 情報資産 ネットワーク，情報システムやこれらに関する設備，電磁記録媒体

やこれらの開発と運用に係る全ての情報，ネットワーク及び情報システムで取

り扱う全ての情報（紙等の有体物に出力された情報を含む。）をいう。 

⑵ 情報セキュリティ 情報資産の機密性，完全性及び可用性を維持することをい

う。 

⑶ 情報システム ネットワーク，ハードウェア，ソフトウェア（アプリケーショ

ンを含む。）及び電磁記録媒体で構成され，情報処理を行う仕組みをいう。 

⑷ ネットワーク コンピュータ等の機器が互いに通信し合うために必要な仕組み

をいう。 

⑸ ハードウェア コンピューター本体や周辺機器など，物理的な実体を伴う装置

や機器をいう。 

⑹ ソフトウェア コンピューターを制御するためのプログラムや命令を出すもの

をいう。 

令和６年４月 17 日 

教育委員会会議 資料 

教育研究センター 
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⑺ 機密性 情報にアクセスすることを認められた者のみが，情報にアクセスでき

る状態を確保することをいう。 

⑻ 完全性 情報が破壊，改ざん又は消去されていない状態を確保することをいう。 

⑼ 可用性 情報にアクセスすることを認められた者が，必要なときに中断される

ことなく，情報にアクセスできる状態を確保することをいう。 

 （対象とする脅威） 

第３条 情報資産に対する脅威を以下に想定し，情報セキュリティ対策を実施する。 

⑴ 不正アクセス，ウイルス攻撃，サービス不能攻撃等のサイバー攻撃，部外者の

侵入等による機器の盗難や情報資産の漏えい・破壊・改ざん・消去，重要情報

の詐取，内部不正等 

⑵ 情報資産の無断持ち出し又は持ち出しによる紛失，不許可ソフトウェアの使用

等の規定違反，設計・開発の不備，プログラム上の欠陥，操作・設定ミス，メ

ンテナンス不備，内部・外部監査機能の不備，外部委託管理の不備，マネジメ

ントの欠陥，機器故障等の非意図的要因による情報資産の漏えい・破壊・消去

等 

⑶ 地震，落雷，火災等の災害並びに事故，故障等によるサービス及び業務の停止 

⑷ 大規模・広範囲にわたる疾病等による要員不足に伴うシステム運用の機能不全

等 

⑸ 電力供給の途絶，通信の途絶等のインフラ障害からの波及等 

 （適用範囲） 

第４条 基本方針の適用範囲は次のとおりとする。 

⑴ 基本方針が適用される本市の機関は，小松市教育委員会が設置する組織のうち

本市が設置する学校の管理運営に係る事務を担う執行機関（以下「学校管理運

営事務担当課」という。），小松市立小学校等設置条例（昭和40年小松市条例

第19号）に規定する小学校，中学校及び義務教育学校並びに小松市立高等学校

条例（昭和 34 年小松市条例第 33 号）に規定する小松市立高等学校（以下「学

校」という。）とする。 

⑵ 基本方針が対象とする情報資産の範囲は，次のとおりとする。 

ア ネットワーク，情報システム及びこれらに関する設備並びに電磁記録媒体 

イ ネットワーク及び情報システムで取り扱う情報(これらを印刷した文書を

含む。) 
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ウ 情報システムの仕様書及びネットワーク図等のシステム関連文書 

  

（情報セキュリティ対策） 

第５条 情報セキュリティを確保するため，次の各号に掲げる情報セキュリティ対策

を講じるものとする。 

⑴ 組織体制 学校管理運営事務担当課及び学校における情報資産について，市長

部局と連携しつつ，適切に情報セキュリティ対策を推進及び管理するための体

制を確立するものとする。 

⑵ 情報資産の分類及び管理 学校管理運営事務担当課及び学校が保有する情報資

産を機密性，完全性及び可用性に応じて分類し，当該分類に基づき情報セキュ

リティ対策を講じる。 

⑶ 物理的セキュリティ対策 情報システムを設置する施設への不正な立入り，情

報資産への損傷，妨害等から保護するために物理的な対策を講じる。 

⑷ 人的セキュリティ対策 情報セキュリティに関する権限や責任等を定め，職員

に情報セキュリティポリシー及び情報セキュリティに関する法令等の内容を周

知徹底する等，十分な教育及び啓発が行われるよう必要な対策を講じる。 

⑸ 技術的セキュリティ対策 情報資産を外部からの不正なアクセス等から適切に

保護するため，情報資産へのアクセス制御，不正プログラム対策，不正アクセ

ス対策，ネットワーク管理等の技術面の対策を講じる。 

⑹ 運用におけるセキュリティ対策 情報システムの監視，情報セキュリティポリ

シーの遵守状況の確認，外部委託を行う際のセキュリティ確保等，情報セキュ

リティポリシーの運用面の対策を講じる。また，情報資産に対するセキュリテ

ィ侵害等の緊急事態が発生した場合に迅速かつ適切な対応を可能とするための

危機管理対策を講じる。 

 （教育情報セキュリティ対策基準の策定） 

第６条 前条に規定する対策等を実施するために，具体的な遵守事項及び判断等の基

準を明らかにする教育情報セキュリティ対策基準を別に策定するものとする。 

 （教育情報セキュリティ実施手順の策定） 

第７条 対策基準に基づき，情報セキュリティ対策を実施するための具体的な手順を

定めた教育情報セキュリティ実施手順を別に策定するものとする。 

 （情報セキュリティ実施状況の監査及び自己点検） 
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第８条 教育情報セキュリティポリシーの遵守状況を検証するため，定期的又は必要

に応じて情報セキュリティ監査及び自己点検を実施する。 

 （評価及び見直しの実施） 

第９条 情報セキュリティ監査及び自己点検の結果，教育情報セキュリティポリシー

の見直しが必要となった場合及び情報セキュリティに関する状況の変化に対応する

ため新たに対策が必要になった場合には，適宜教育情報セキュリティポリシーの見

直しを実施する。 

 （教育情報セキュリティポリシー等の公開） 

第 10 条 基本方針は，原則公開とする。ただし，教育情報セキュリティ対策基準及び

教育情報セキュリティ実施手順は，公にすることにより小松市の教育行政運営に支

障を及ぼす恐れがあることから非公開とする。 

   附 則 

 この訓令は，公表の日から施行し，令和６年４月１日から適用する。 
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議案第 15 号 

 

小松市立小学校等の体育施設の開放に関する規則の一部を改正する規則について 

 

小松市立小学校等の体育施設の開放に関する規則の一部を改正する規則を次のとおり

制定する。 

 

 

小松市立小学校等の体育施設の開放に関する規則の一部を改正する規則 

 

小松市立小学校等の体育施設の開放に関する規則（昭和 52 年小松市教育委員会第

４号）の一部を次の表のように改正する。 

改正前 改正後 

（目的） （目的） 

第１条 この規則は，小松市におけるス

ポーツの振興及びスポーツを通しての

健全なグループ活動の育成並びに幼児

及び児童の安全な遊び場の確保のため

に，小松市立小学校，中学校及び義務

教育学校の体育施設を学校教育に支障

のない範囲で，幼児，児童生徒その他

一般市民の使用に供すること（以下

「学校体育施設の開放」という。）に

関し必要な事項を定めることを目的と

する。 

第１条 この規則は，小松市におけるス

ポーツの振興及びスポーツを通しての

健全なグループ活動の育成並びに幼児

及び児童の安全な遊び場の確保のため

に，小松市立小学校，中学校及び義務

教育学校の体育施設を学校教育に支障

のない範囲で，幼児，児童生徒その他

一般市民の利用に供すること（以下

「学校体育施設の開放」という。）に

関し必要な事項を定めることを目的と

する。 

（教育委員会及び校長の責任） （教育委員会及び校長の責任） 

令和６年４月 17 日 
教育委員会会議 資料 

生涯学習課 
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第２条 ［略］ 第２条 ［同左］ 

２ この規則の実施に関して，学校体育

施設の開放を行う学校（以下「開放学

校」という。）の校長は，小松市立学

校管理規則（昭和45年小松市教育委員

会規則第１号）第46条第１項の規定に

かかわらず，学校体育施設の開放に伴

う管理上の責任を負わないものとす

る。 

２ この規則の実施に関して，学校体育

施設の開放を行う学校（以下「開放学

校」という。）の校長は，小松市立学

校管理規則（昭和45年小松市教育委員

会規則第１号）第45条第１項の規定に

かかわらず，学校体育施設の開放に伴

う管理上の責任を負わないものとす

る。 

（管理指導員） （管理指導員） 

第３条 ［略］ 第３条 ［同左］ 

２ 管理指導員は，教育委員会の命を受

け，学校体育施設の開放に伴う使用者

の危険防止並びに施設及び設備の管理

に当たるものとする。 

２ 管理指導員は，教育委員会の命を受

け，学校体育施設の開放に伴う利用者

の危険防止並びに施設及び設備の管理

に当たるものとする。 

３ 管理指導員は          

          ，教育委員会が

委嘱する。 

３ 管理指導員は，校下体育協会から推

薦された者のうちから，教育委員会が

委嘱する。 

４ ［略］ ４ ［同左］ 

（運営協議会） ［削除］ 

第４条 学校体育施設の開放事業を円滑

効果的に実施するため，開放学校に学

校開放運営協議会（以下「運営協議会

」という。）を置く。この場合におい

て，校下体育協会をこれに充てること

ができる。 

［削除］ 

（開放の種類及び種目） （開放の種類    ） 
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第５条 学校体育施設の開放の種類及び

種目は，次の各号に掲げるとおりとす

る。 

第４条 学校体育施設の開放の種類  

  は，次   に掲げるとおりとす

る。 

⑴ スポーツ開放         

               屋

外運動場， 屋内運動場及び屋内運

動場附属クラブハウス並びに屋内運

動場附帯施設 

⑴ スポーツ開放 教育委員会が適当

と認める運動種目の実施のために屋

外運動場及び屋内運動場を開放する

ものをいう。          

       

⑵ 遊び場開放 幼児及び児童生徒の

遊び場としての使用に供するための

屋外運動場及び屋内運動場    

        

⑵ 遊び場開放 幼児及び児童生徒の

遊び場としての利用に供するために

屋外運動場及び屋内運動場を開放す

るものをいう。 

２ スポーツ開放における運動種目は，

教育委員会が適当と認める種目とす

る。         

２ 前項の規定にかかわらず，次のいず

れかに該当するものは，学校体育施設

の開放の対象としない。 

 ［新設］ ⑴ 特定の政党若しくは公選による

候補者を支持し，又はこれらに反対

するための利用又はその他政治的活

動のための利用 

 ［新設］ ⑵ 特定の宗教を支持し，又はこれ

に反対するための利用又はその他宗

教的活動のための利用 

（開放の日時） （開放の日時） 

第６条 スポーツ開放の日時は，別表の

とおりとする。 

第５条 スポーツ開放の日時は，別表の

とおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，開放学校

において特別の事情がある場合は，教

２ 前項の規定にかかわらず，開放学校

において特別の事情がある場合は，教
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育委員会は運営協議会 の意見を聞い

て別に定めることができる。 

育委員会は校下体育協会の意見を聞い

て別に定めることができる。 

３ 前項において，別に日時を定めたう

ち，午後９時を超えて使用する場合は

，使用団体は学校体育施設変更使用申

請書（様式第１号）を，学校を経て教

育委員会に提出しなければならない。 

［削除］ 

４ 遊び場開放の日時は，運営協議会の

意見を聞いて，教育委員会が  定

める。 

３ 遊び場開放の日時は       

       ，教育委員会が別に定

める。 

（使用の許可        ） （スポーツ開放を利用できる者） 

第７条 スポーツ開放は，小松市内に在

住し，在勤し，又は在学する者が，10

人以上の団体を構成し，責任者が，名

簿を添えて教育委員会に登録した場合

に限り許可するものとする。 

第６条 スポーツ開放を利用できる者は

，次の全ての要件に該当する団体とす

る。               

                 

              

［新設］ ⑴ 本市の区域内に在住，在勤又は

在学する者10人以上で構成されてい

ること。 

［新設］ ⑵ 当該団体の構成員の半数以上が

本市の区域内に在住する者であるこ

と。 

［新設］ ⑶ 当該団体には成人の責任者を置

くこと。 

［新設］ ⑷ 本市の区域内に活動の拠点があ

ること。 

［新設］ ⑸ スポーツ安全保険等の保険に加
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入していること。 

２ 遊び場開放は，開放学校区内に在住

する幼児及び児童生徒に限り許可す

る。この場合において，幼児について

は，保護者の付添いがあることを条件

とする。 

［削除］ 

（登録          ） （スポーツ開放の利用登録等） 

第８条 前条第１項の規定による登録を

受けようとする団体は，     学

校体育施設使用登録   申請書（様

式第２号）を使用希望学校の校長  

                 

        を経て教育委員会に

提出しなければならない。 

第７条 スポーツ開放を利用しようとす

る者       は，あらかじめ学

校体育施設利用登録兼利用申請書（様

式第１号）に団体の構成員を記載した

名簿を添えて希望する開放学校の管理

指導員及び学校長を経て教育委員会に

提出しなければならない。 

２ 教育委員会は，登録の申請のあった

場合は，これを審査し，適格と認めら

れるときは，登録証（様式第３号）を

交付する。            

                 

                 

                  

２ 教育委員会は，前項の提出があった

ときは，これを審査し，当該利用登録

及び利用申請が適当と認めるときは，

これを登録し，利用申請を許可し，か

つ，学校体育施設利用登録証兼利用許

可証（様式第２号）を交付し，不適当

と認めるときは，その旨を通知する。 

３ 登録証の内容に変更が生じた場合は

，その旨を速やかに教育委員会に届け

出なければならない。 

３ 利用登録証兼利用許可証の有効期限

は，交付を受けた年度の末日までとす

る。         

（登録          の取消し

） 

（スポーツ開放の利用登録等の取消し

） 

第９条 教育委員会は，次の各号の一に 第８条 教育委員会は，利用登録証兼利

18



該当した場合は，登録       

                 

                 

      を取り消すことができ

る。 

用許可証の交付を受けた者（以下「利

用団体」という。）が次のいずれかに

該当する場合は，当該利用登録及び利

用申請の許可を取り消すことができ

る。 

⑴ 虚偽の申請に基づいて登録をした

とき。 

⑴ 虚偽の申請に基づいて登録をした

とき。 

⑵ 使用簿 に虚偽の使用実績を記載

したとき。 

⑵ 管理日誌に虚偽の利用実績を記載

したとき。 

⑶ 運動種目以外の目的で  体育施

設を使用したとき。 

⑶ 運動種目以外の目的で学校体育施

設を利用したとき。 

⑷ 使用条件を守らない等，登録団体

として不適格と認めたとき。 

⑷ 利用条件を守らない等，利用団体

として不適格と認めたとき。 

（使用の手続） ［削除］ 

第10条 学校体育施設を使用しようとす

る団体は，使用10日以前に，学校体育

施設使用申請書（様式第４号）を使用

希望学校を経て教育委員会に提出し，

学校体育施設使用許可書（様式第５号

）を受けなければならない。 

［削除］ 

２ 許可の場合，使用希望学校の通学区

域の団体を優先させる。 

［削除］ 

３ 定期的に使用する団体については，

その旨を学校体育施設使用申請書に明

記する。 

［削除］ 

［新設］  （遊び場開放を利用できる者） 

［新設］ 第９条 遊び場開放を利用できる者は，
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開放学校区内に在住する幼児及び児童

生徒とする。ただし，幼児の利用にあ

っては，保護者が付き添わなければな

らない。 

（使用の禁止） ［削除］ 

第11条 学校体育施設の開放が，次の各

号の一に該当する場合はその使用を認

めないものとする。 

［削除］ 

⑴ 特定の政党若しくは公選による候

補者を支持し，又はこれらに反対す

るための使用その他政治的活動のた

めの使用（公職選挙法（昭和25年法

律第100号）第161条第１項に規定す

る場合を除く。） 

［削除］ 

⑵ 特定の宗教を支持し，又はこれに

反対するための使用その他宗教的活

動のための使用 

［削除］ 

⑶ 営利を目的とする行為があると認

められる団体の使用 

［削除］ 

⑷ 使用者のうち，小松市内に在住す

る者が，半数に満たない団体の使用 

［削除］ 

（使用者の弁償責任） ［削除］ 

第12条 使用者は，開放学校の施設及び

設備を故意又は重大な過失によって損

傷し，又は亡失したときは，弁償の責

任を負うものとする。 

［削除］ 

（電気代相当分の徴収） （電気代相当分の徴収） 
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第13条 学校体育施設開放事業の対象施

設においては，使用料は徴収しない。

ただし，使用者 が照明を使用した場

合には，電気代相当分を徴収すること

ができる。 

第10条 学校体育施設開放に係る当該開

放学校の使用料は，  徴収しない。

ただし，利用団体が照明を使用した場

合には，電気代相当分を徴収すること

ができる。 

（電気代相当分の額） （電気代相当分の額） 

第14条 前条における電気代相当分は，

屋内運動場においては１時間当たり10

0円，屋外運動場においては１時間当

たり150円とする。ただし，教育委員

会は，次の各号に定める場合    

，電気代相当分の徴収を免除すること

ができる。 

第11条 前条の   電気代相当分は，

屋内運動場においては１時間当たり10

0円，屋外運動場においては１時間当

たり150円とする。ただし，教育委員

会は，次のいずれかに該当するときは

，電気代相当分の徴収を免除すること

ができる。 

⑴ 市又は市立学校が使用するとき。 ⑴ 市又は市立学校が利用するとき。 

⑵ 小中学生のみ（指導者は除く。）

で構成される団体が，健全育成を目

的に使用するとき。 

⑵ 中学生以下を主な構成員とする団

体が，       健全育成を目

的に利用するとき。 

⑶ 65歳以上  のみで構成される団

体が，健康増進を目的に使用すると

き。 

⑶ 65歳以上の者のみで構成される団

体が，健康増進を目的に利用すると

き。 

⑷ 障がい者スポーツ団体による利用

，福祉団体が障がい者スポーツの振

興を図る目的で使用するとき。 

⑷ 障がい者スポーツ団体による利用

，福祉団体が障がい者スポーツの振

興を図る目的で利用するとき。 

⑸ その他，教育委員会が公益上必要

と認めたとき。 

⑸ その他，教育委員会が公益上必要

と認めたとき。 

２ 前項において，電気代相当分の免除

を希望する団体は，免除申請書を 

２ 前条の    電気代相当分の免除

を希望する団体は，あらかじめ学校体
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   しなければならない。 

育施設電気代相当分減免申請書（様式

第３号）を教育委員会を経由して市長

に提出しなければならない。 

［新設］ ３ 市長は，前項の提出があったときは

，これを審査し，減免の可否を決定し

，学校体育施設利用登録証兼利用（減

免）許可証（様式第４号）を交付し，

当該提出をした者にその旨を通知す

る。 

［新設］ （利用者の弁償責任） 

［新設］ 第12条 利用者は，開放学校の施設及び

設備を故意又は重大な過失によって損

傷し，又は亡失したときは，弁償の責

任を負うものとする。 

（委任） （委任） 

第15条 この規則の施行に関し必要な事

項は，教育長が定める。 

第13条 この規則の施行に関し必要な事

項は，教育長が定める。 

別表（第６条関係） 別表（第５条関係） 

屋外運動場 平日 ５時から７時30分まで 

18時から21時まで 

学校の休業日 校長の認めた

時間 

屋内運動場 平日 18時から21時まで 

学校の休業日 校長の認めた

時間 

屋内運動場

附属クラブ

平日 18時から21時まで 

学校の休業日 校長の認めた

屋外運動場 平日 ５時から７時30分まで 

18時から21時まで 

学校の休業日 校長の認めた

時間 

屋内運動場 平日 18時から21時まで 

学校の休業日 校長の認めた

時間 

［削除］ ［削除］ 
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ハウス 時間 
 

様式第１号（第６条関係） 様式第１号（第７条関係） 
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様式第２号（第８条関係） 様式第２号（第７条関係） 
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様式第３号（第８条関係） 様式第３号（第11条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号（第10条関係） 様式第４号（第11条関係） 
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様式第５号（第10条関係） ［削除］ 

 

 

備考 この表中に[ ]及び[ ]中の記載並びに付した下線は，注記である。 

  附 則 

 この規則は，公布の日から施行する。 
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令和6年4月17日

教育委員会会議 資料

小松市立高等学校
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